
放射性物質から防護されなかった
福島県の子どもたち 

自主避難者・高校教員 

宍戸俊則 



１ テーマ 

メインテーマ 
 

福島県の学校は 

子どもを放射性物質から守ろうとしたのか？ 
 

サブテーマ 

・福島県中通りでの放射性物質への注意喚起はあったのか？ 

・マスメディアは適切に事故情報を報道してきたのか？ 

・事故発生直後の放射性物質への防護呼びかけは 

 充分だったのか？ 

・避難指定は適切なものだったのか？ 



２ 原発事故が発生した2011年春の
福島市内の県立高校の対応 

テレビや新聞で報道されていることと、全く違う 

 

教員への実質的な禁止事項 

 ・被曝を減らすように呼びかけること 

 ・生徒の被曝を減らす工夫を行うこと 

教員への制限事項  

 ・原発事故のことを話題にすること 



３ 福島県という地域の概況の確認 

歴史的にもバラバラな土地を明治時代に人為的に接合した県 

県全体でまとまることが困難だった地域 

• 浜通り  太平洋に面する地域 原発事故の現場 

     避難指示が出た地域のほとんどを含む 

     交通開発も遅れ、エネルギー産業に頼ってきた 

• 中通り  福島市や郡山市があり、福島県内政治の中心 

     東北新幹線や東北自動車道が通る交通運輸の中軸 

• 会津地方 西部にあり、江戸時代には独立した地域 

    他の２地区に比べて標高が高く降雪も多い 



４ 原発事故発生前の福島県 

• 浜通り 相馬地区・双葉地区・いわき地区 

     （南相馬市は相馬と双葉にまたがる） 

• 中通り  

    福島市周辺・郡山市周辺・白河市周辺 

• 会津  会津若松市周辺・南会津地区 

 →江戸時代の領主もバラバラ（一部は天領） 

 戊辰戦争時も狭い地域のなかで、細かく官軍
と幕府軍に分かれた 

 県全体をまとめることが今でも困難 



５ 福島県内の学校教育の状況 

• 私立の学校と生徒は、ごく一部 

 

• 小中学校のほとんどは市町村立の公立学校 

 →地域住民や保護者の声を 

市町村教育委員会を通して反映しやすい 

 →マスクや長袖長ズボンを着用しての登下校を 

呼びかけた 

 

• 高等学校のほとんどは福島県立学校 

 →福島県と県教育委員会の意志が直結 

 →保護者の声よりも、福島県の方針が優先された 



６ 原発事故発生直後の政府による
避難指示区域拡大 

第１原発から半径3km→10km→20km 

ごく一部を除いて、すべて「浜通り」に区分される地域 

避難指示に対する 

   福島県庁幹部と浜通り自治体首長の反応 

事前協議も無く、役場へ通知ではなくメディアで指示 

事態の深刻さや重大性に関する地元の知識不足 

→国の指示・指定に対する大きな不満と反感 

→避難指示自治体から政府への現在の不信に繋がる 



７ 中通り・会津地方の市町村の状況 

自治体の内外から避難者を受け入れる立場 

  地震で自治体内に被害が発生 

  →大地震が発生しにくい地域という油断 

  →事前準備がない避難者受け入れ対応で 

     手一杯 

  →避難者の要求に応じて、予定外の避難所 

     を開設 

  →財政裏づけの準備も無く、自治体職員の 

     被災もある中で対応 



８ 県内自治体の一般的な状況 

自治体が計画して 

避難や防護措置を採る立場には立てなかった 

 ・避難を一方的に強制された自治体 

 ・避難者を突然受け入れることになった自治体 

 ・避難指示情報、避難者受け入れ情報が 

  国や県や避難元自治体から入らない自治体 



９ 福島県庁の対応 

 福島県庁自体が地震で損傷 

 →庁舎内部に設置予定の災害対策本部が 

 設置できない 

 →隣接する自治会館ビルに 

臨時の福島県災害対策本部を設置 

？通信インフラが整備されておらず、情報収集
も伝達も不全（当初は携帯電話2回線だけ） 

？原発事故の意図的な過小評価？ 



10 福島第１原発1号機爆発 

爆発をテレビ局・新聞社はすぐに把握したが、 

国民には発表せず 

→新聞・テレビの記者・社員は、全国メディアも 

地元メディアも業務命令で浜通りから全員避難 

現在も福島県内では避難の事実が報道されていない 

 地元新聞社もテレビ局もラジオ局も、 

            避難発令を認めていない 

 目の前からマスコミが消えていった 

      いわき市民や南相馬市民は理解している 



11 1号機爆発の翌日 3月13日 

福島県内のテレビ・ラジオ・新聞で 

 「絆」「復興」「頑張ろう」などのスローガン反復 

例「災害に負けずがんばろう福島」 
        『福島民友』3月13日朝刊1面 

 参考 

『河北新報』（宮城県仙台市を本社として 

               東北全体を販売範囲） 
「難局をともに乗り越えよう」 

      メッセージ紙面掲載は３月２０日 



12 3月14日福島第１原発３号機爆発 

「住民への健康影響なし」と発表するように、 

 福島県庁が東京電力に要望 

（東京電力テレビ会議の記録による） 

→東京電力が日本政府に相談 

→「健康影響なし」の発表は実施されなかった 

 

電力会社よりも、福島県庁が安全宣伝を要求 



13 ３月14日福島県庁・教育庁決定 

中通りと会津地方の福島県立高校の合格発表
「3月16日正午に実施する」 

 ３号機爆発でも決定変更せず 

 ３月15日の大規模な汚染拡大も無視 

→20μSv/h超の汚染が福島市を襲っても変更
せず 

この時期、福島県内の放射線科の医師が 

３０km以外には影響なしとメディアで反復宣伝 



14 福島県立高校の合格発表と 

合格証書伝達の方法 

屋外に合格者の受験番号一覧を掲示して伝える 

 合格者は登校、合格通知や入学関係書類を受領 

 制服の採寸を受けなければならない 

 （多くの高校が当日、校舎内で採寸） 
 学力検査の点数開示も本人限定で、 

           多くが合格発表当日開示を受ける 

 受験者多数が、保護者同伴で合格発表を見に来る 

 在校生の多くが合格者に対する 

           部活動の勧誘の為に登校 

 多数の人間が長時間屋外にいる必要がある 



平成２３年８月３０日文部科学省による放射線量等分布マップ（放射性セシウムの土壌濃度マップ）の 

作成結果を踏まえた航空機モニタリング結果（土壌濃度マップ）の改訂について より抜粋 



15 3月16日合格発表前の職員会議 

例年通りに合格発表を実施する方針で 

会議を続ける管理職 

再検討を要求する提案をする、非理科系の教員 

再考する余地がないかどうかの確認 

→「県の決定なので実施」 
何らかの配慮や注意喚起ができないか提案 

→却下 

理科教員による安全・安心説明 

学校長による実施宣言 



16 県立高校合格発表実施 

何の警告もなしに行われた 

→放射性物質を含む雨と雪を 

無警戒で浴びてしまった 

被曝した人々 

 受験者・保護者家族・高校生・教職員、 

 受験生を応援に来た塾教員、地元メディア 

人間の被曝に関して、計測は行われなかった 



17 福島県にやってきた「専門家」の
「アドバイス」 １ 

長崎大学山下俊一氏、高村昇氏、 

広島大学神谷研二氏 

（2011年3月19日県のアドバイザーに任命） 
・年100ミリSvまでの被曝では健康に影響しない 

・政府が何の警告も出していない原発から 

   半径30kmの外では、事故に関係なく 

   通常通りの生活をしても問題はない 

・今回の事故では、放射性ヨウ素により、 

   もしかしたら小児甲状腺癌がごく少数 

   増加するかもしれないが、他の健康影響は出ない 

 



18 福島県にやってきた「専門家」の
「アドバイス」２ 

・チェルノブイリ原発事故でも、 

 収束作業員が30人前後死んだ他には、 

 5年以上経過してから小児甲状腺癌が微増しただけ 

・小児甲状腺癌は、軽微な手術で対応でき、 

 QOLも下がらない 

・放射線被曝で遺伝的影響が出ないことは、 

 広島や長崎のような大量の被曝死者が出た事例で 

 確認済 

・これらは世界的な科学の常識 

・それを超える健康影響が出ると語る人は不安を煽っている 



19 県立高校の屋外部活動の再開 

公的には山下俊一氏が繰り返し語った100mSv/y基準だけ 

空間線量は3月21日講演で語った100μSv/hが子どもの基準 

屋外部活動の顧問は保護者から 

  「山下氏の言葉を理解した」という内容の承諾書を集めた 

3月末には福島市内の屋外運動部活動が再開 

時間制限も手洗いやうがいの励行も帰宅時の入浴も助言無し 

→指導者や教員が自発的に防護させるしかない 

指導者や教員が防護措置を採らずに高校生を被曝させる例 

「体力と根性で放射性物質に負けない体ができる」の発言も 



20 鈴木寛文部科学副大臣（当時）の
政府事故調への聴取での虚偽証言 

「ＡＬＡＲＡの原則の教育現場への徹底」をしたと供述 

教育現場の実際 

 →被曝低減の注意喚起も防護措置も無かった 

国・文部科学省・福島県庁・県教育委員会 

 →防護呼びかけをしない 

高校の教室の窓を閉めていたのは、 

学校や教員の自主判断 

2011年7月まで防護を高校の現場で、生徒一般の 
注意事項として、指示伝達されたことはない。 



21 中通りと会津地方の学校再開 

4月 中通りと会津の小中高校の授業は再開 

 学校施設、通学路、路肩、校庭などの安全性は 

                            確認されなかった 

 小学校中学校では保護者の強い要望が 

                          限定的に反映された 

 登下校時はマスク着用 屋外活動は当面自粛 

  「科学的な根拠」や「専門家のアドバイス」ではなく 

                      理由は、保護者の要望 

 県立高校では 

   体育授業がしばらく屋外で実施されなかっただけ 

   登下校のマスク着用も呼びかけられなかった 
  通学時の吸気被曝のリスクは無視 



22 福島県の学校が2011年に 

屋外活動を自粛した理由 

例：屋外プール授業実施を自粛 

 

子どもの被曝回避が目的ではなかった 

下流住民からの汚染賠償請求を回避する目的 

プールの水の放出の判断 

    →福島県は学校長に丸投げした 

「付近住民からの賠償請求には県は応じない」と 

福島県庁が通達 

  →学校単独では賠償不能 

  →プール掃除ができないので自粛 



23 2011年の福島県の課外の 

体育活動（運動部の練習） 

4月から警戒も警告もなく屋外練習と試合が行われていた 

運動施設は、一部の私立学校所有のものだけ除染済み 

マスコミは課外活動での被曝防護に関する話題を 

                      取材もしない、報道もなし 

学校側も福島県外マスコミの取材を拒否 

例外的に防護していた一部の団体だけが 

                     県外の取材を受け入れた 

→福島県の学校や競技団体が被曝防護を行なうという誤解 

→福島県庁もその誤解を利用し、防護した振り 



24 被曝防護に関する通知 

福島県高等学校体育連盟の通知文 

「高体連各種大会参加に関わる放射線等の対応について」 

平成23年4月26日 

http://www.fukushima-koutairen.jp/img/housyasen-

20110701-01.pdf 

①屋外競技では放射能測定値が毎時３．８μシーベルト以上の
会場の使用を控える。（使用する場合は1時間以内とする。） 

②毎時３．８μシーベルト未満の会場については平常通りの活
動を行って差し支えない。大会や練習の参加については保
護者の同意を得て行う。 



25 屋外運動での防護の実際（１） 

通知文が出たのは高体連地区大会開催直前 

それまでの練習では防護の呼びかけはなく、 

注意事項もなし 

 

（通知文から引用） 
※競技・練習での留意点 

手や顔を洗い、うがいをする。 

土や泥を口に入れない。 

靴や着衣のほこりを落とす。 



26 屋外運動での防護の実際（２） 

通知文が出るまでは、高校の運動部の基準は 

  100μSv/h 

根拠は福島県のアドバイザーの講演（3月21日） 

通知文が出る以前、一ヶ月の屋外練習が、 

 防護措置なし、時間無制限で実施済 

一か月分の被曝に関しては、何の言及もなし 

除染された運動場は一部の私立高校のみ 

大会も実際には3.8μSv/hを超える会場で実施された 

競技中の待機所の線量は計測さえもされなかった 



27 結び 

法律による被曝防護の権利を獲得できていない 

子どもたちは放射性物質から防護されていない 

大人たちは子どもたち以上に防護されていない 

被曝防護の姿勢さえも採る事を許されていない 

 

被曝の実態に関する調査も行われていない 

→被曝防護の権利を人々が持つ確認から 








